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Self decision with support

支援付き意思決定

人の人生を私の価値観で語らない



認知症の人の意思（決定）は尊重されているのか



事例：治療継続を拒んだ軽度認知機能障害のある肺がん患者

Ａさん（74歳男性）は、軽度認知症があった。最近、肺がんと診断され、初診時には既に
肺野全体に血行性転移があり手術は不可能だった。リンパ節転移（＋）、骨転移（＋）だっ
たが、主治医は妻と相談をして、本人には「肺がんであること」のみ伝え、転移のことや手
術不可能なことは伝えなかった。
医師は、Ａさん同席のもと妻と話し合い、化学療法を実施することにした。最初は、抗が

ん剤は効果があったが、その後、効かなくなったため、別の抗がん剤に変更しようと、Ａさ
ん・妻と面談した。そのとき、Ａさんは「先生。いっそのこと、スパッとがんを切り取って
しまってくださいよ」と冗談めかして微笑んで言ったが、何とか化学療法を実施することに
話をもっていくことができた。
しかし、効果はあまりないようなので、主治医は最新の別な抗がん剤を使用しようと考え

ている。その後のＡさん・妻との面談の際、Ａさんは「もう、抗がん剤はたくさんだ。副作
用が強すぎて苦しい」と言って治療を拒否した。
医療ケアチームは、このように一生懸命Ａさんのために治療方法を考えているのに、Ａさん
はもう治療はしたくないと言ってきたので、主治医は困っている。妻はできる限り治療をし
てほしいと考えている。



障害者の権利に関する条約
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人的・物的環境の整備

◎ 意思決定支援者の態度

◎ 意思決定支援者との信頼関係、立ち会う者との関係性への配慮

◎ 意思決定支援と環境

意思形成支援

：適切な情報、認識、環境の下で意思が形成されることへの支援

意思表明支援

：形成された意思を適切に表明・表出することへの支援

意思実現支援

：本人の意思を日常生活・社会生活に反映することへの支援

意思決定支援のプロセスの記録、確認、振り返り

チ
ー
ム
で
の
会
議
も
併
用
・活
用

（厚労省）平成30年6月
「認知症の人の日常生活・社会生活に関する意思決定支援のガイドライン」



意思決定支援者の態度

(1) 意思決定支援者の態度
○ 意思決定支援者は、本人の意思を尊重する態度で接し
ていることが必要である。
○ 意思決定支援者は、本人が自らの意思を表明しやすい
よう、本人が安心できるような態度で接することが必要で
ある。
○ 意思決定支援者は、本人のこれまでの生活史を家族関
係も含めて理解することが必要である。
○ 意思決定支援者は、支援の際は、丁寧に本人の意思を
都度確認する。



意思決定支援者との信頼関係と立ち会う人との関係性への配慮

○ 意思決定支援者は、本人が意思決定を行う際に、本

人との信頼関係に配慮する。意思決定支援者と本人と

の信頼関係が構築されている場合、本人が安心して自

らの意思を表明しやすくなる。

○ 本人は、意思決定の内容によっては、立ち会う人と

の関係性から、遠慮などにより、自らの意思を十分に表

明ができない場合もある。必要な場合は、一旦本人と意

思決定支援者との間で本人の意思を確認するなどの配

慮が必要である。



意思決定支援と環境

○ 初めての場所や慣れない場所では、本人は緊張したり混乱するなど、本
人の意思を十分に表明できない場合があることから、なるべく本人が慣れ
た場所で意思決定支援を行うことが望ましい。
○ 初めての場所や慣れない場所で意思決定支援を行う場合には、意思決
定支援者は、本人ができる限り安心できる環境となるように配慮するととも
に、本人の状況を見ながら、いつも以上に時間をかけた意思決定支援を行う
などの配慮が必要である。
○ 本人を大勢で囲むと、本人は圧倒されてしまい、安心して意思決定がで
きなくなる場合があることに注意すべきである。
○ 時期についても急がせないようにする、集中できる時間帯を選ぶ、疲れ
ている時を避けるなどに注意すべきである。
○ 専門職種や行政職員等は、意思決定支援が適切になされたかどうかを
確認・検証するために、支援の時に用いた情報を含め、プロセスを記録し、振
り返ることが必要である。



人的・物的環境の整備

◎ 意思決定支援者の態度

◎ 意思決定支援者との信頼関係、立ち会う者との関係性への配慮

◎ 意思決定支援と環境

意思形成支援

：適切な情報、認識、環境の下で意思が形成されることへの支援

意思表明支援

：形成された意思を適切に表明・表出することへの支援

意思実現支援

：本人の意思を日常生活・社会生活に反映することへの支援

意思決定支援のプロセスの記録、確認、振り返り
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（厚労省）平成30年6月
「認知症の人の日常生活・社会生活に関する意思決定支援のガイドライン」



① 意思形成支援:本人が意思を形成することの支援

✓ まずは、以下の点を確認する
➢ 本人が意思を形成するのに必要な情報が説明されているか

➢ 本人が理解できるよう、分かりやすい言葉や文字にして、ゆっくりと説明されているか

➢ 本人が理解している事実認識に誤りがないか

➢ 本人が自発的に意思を形成するに障害となる環境等はないか

✓ 認知症の人は説明された内容を忘れてしまうこともあり、
その都度、丁寧に説明することが必要

✓ 本人が何を望むかを、開かれた質問で聞くことが重要である

✓ 選択肢を示す場合には、可能な限り複数の選択肢を示し、比較のポイントや
重要なポイントが何かをわかりやすく示したり、話して説明するだけではな
く、文字にして確認できるようにしたり、図や表を使って示すことが有効

✓ 本人が理解しているという反応をしていても、実際は理解できていない場合
もあるため、本人の様子を見ながらよく確認することが必要
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② 意思表明支援:本人が意思を表明することの支援

✓ 本人の意思を表明しにくくする要因はないか。
その際には、意思決定支援者の態度、人的・物的環境の整備に配慮が必要

✓ 本人と時間をかけてコミュニケーションを取ることが重要であり、
決断を迫るあまり、本人を焦らせるようなことは避けなければならない

✓ 複雑な意思決定を行う場合には、意思決定支援者が、
重要なポイントを整理 してわかりやすく選択肢を提示するなどが有効

✓ 本人の示した意思は、時間の経過や本人が置かれた状況等によって変わり得る
ので、最初に示された意思に縛られることなく、適宜その意思を確認する

✓ 重要な意思決定の際には、表明した意思を、可能であれば
時間をおいて確認する、複数の意思決定支援者で確認するなどの工夫が適切

✓ 本人の表明した意思が、本人の信条や生活歴や価値観等から見て整合性が
とれない場合や、表明した意思に迷いがあると考えられる場合等は、本人の
意思を形成するプロセスを振り返り、改めて適切なプロセスにより、本人の
意思を確認することが重要 13



③ 意思実現支援:本人が意思を実現するための支援

✓自発的に形成され、表明された本人の意思を、本人の能力を最大限
活用した上で、日常生活・社会生活に反映させる

✓自発的に形成され表明された本人の意思を、意思決定支援チームが
多職種で協働して、利用可能な社会資源等を用い、日常生活・社会
生活のあり方に反映させる

✓実現を支援するにあたっては、他者を害する場合や本人にとって見
過ごすことのできない重大な影響が生ずる場合でない限り、形成・
表明された意思が、 他から見て合理的かどうかを問うものではな
い

✓本人が実際の経験をする（例えば、ショートステイ体験利用）と、
本人の意思が変更することがあることから、本人にとって無理のな
い経験を提案することも有効な場合がある
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認知症の人の日常生活・社会生活に関する
意思決定支援ガイドラインでのACP

✓ 本ガイドラインでいう意思決定支援とは、認知症の人の意思決定をプロセスとして支援するもの
で、通常、そのプロセスは、本人が意思を形成することの支援と、本人が意思を表明することの
支援を中心とし、本人が意思を実現するための支援を含む

✓ 〈脚注ⅳ〉本ガイドラインは、認知症の人の意思決定支援をすることの重要性にかんがみ、その
際の基本的考え方等を示すもので、本人の意思決定能力が欠けている場合の、いわゆる「代理代
行決定」のルールを示すものではない。本ガイドラインは、本人の意思決定支援のプロセスは、
代理代行決定のプロセスとは異なるということを中心的な考えとして採用している

✓ 意思決定支援は、本人の意思（意向・選好あるいは好み）の内容を支援者の視点で評価し、支援
すべきだと判断した場合にだけ支援するのではなく、まずは、本人の表明した意思・選好、ある
いは、その確認が難しい場合には推定意思・選好を確認し、それを尊重することから始まる

✓ 本人が自ら意思決定できる早期（認知症の軽度）の段階で、今後、本人の生活がどのように
なっていくかの見通しを、本人や家族、関係者で話し合い、今後起こりうることについて
あらかじめ決めておくなど、先を見通した意思決定の支援が繰り返し行われることが重要である



在宅で、意思決定支援はできているか



適切な意思決定支援の指針

一般社団法人 全国在宅療養支援医協会 作成

日本在宅ケアアライアンス 監修

モデル指針2022

http://www.zaitakuiryo.or.jp/img/info/sisin.pdf

『適切な意思決定支援に係るモデル指針』を公表

令和4年度の診療報酬改定において、在宅療養支援診療所/支援病院の届出要件に『適切な意思決定支援に係る指針』を策定することが追

加となりました。この指針は、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」 等の内容を踏

まえた内容で策定する必要があります(令和4年3月末時点までに届出を行なっている在支診・在支病については、令和4年9月末まで猶予

期間があります)。患者の治療・療養方針の決定に際して、患者と家族等の希望を尊重することは大切なことであり、看取りを含めた“質

の高い在宅医療”を普及・推進するために必要な取り組みと考えています。そのため、当該指針に関するプロジェクトチーム(議長: 石垣

泰則)を令和4年2月に発足させました。法務の専門家として稲葉一人(中京大学法科大学院教授・弁護士)にもご参画いただき、このたび

『適切な意思決定支援に係る指針(全国在宅療養支援医協会モデル指針)』を公表することになりました。在宅医療分野における意思決定

支援において、“特に重視すべきこと”を盛り込んだ指針です。広く全国の在宅療養支援診療所/支援病院において、本モデル指針の趣旨

が理解され活用されることを期待しています。

(一社)全国在宅療養支援協会・会長 新田國夫先生



１.目的

本人の意思を確認し、その人が「大事にしてきたこと、大切にしたいこと」※解説版（
2022）４参照）を重視した医療を提供し、希望する生活を可能な限り支えるため、生き
る力を引き出し、最期まで本人らしい人生を支えることを目的とします。

２.意思決定支援に求められる理念

①疾患や障がいの軌跡を踏まえ、さまざまな状態に応じた支援とそれらの移行期の
支援について、外来・入院・在宅医療を通じて対応します。

②病状の変化に迅速に対応しつつ、複雑な病状と障害、からだやこころの辛さへの
総合的な医療・ケアを提供します。

③医療、ケアと生活支援の統合的アプローチを行い、身体・心理・社会的問題への
包括的アプローチを行います。

④利用者（本人と家族等）主体のチームアプローチ（IPW）を推進します。

⑤利用者（本人と家族等）のこれまでの生き方を踏まえ、これからの生き方を支えま
す。
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3．在宅療養に即した意思決定支援の留意点

できるだけ慣れ親しんだ人や環境に配慮して意思決定支援を行います。※解説版（2022）
５参照医療・ケアの希望の合意内容は、その背景や理由に加え、人生観や価値観(大事に
してきたこと、大切にしたいこと)に関する情報も含めて、診療録に記録します。必要に応じ
、また救急搬送されるような場合に備えて、内容が確認できるように家族等と共有します。

(1)意思決定支援の前提

①日常の診療の中でコミュニケーションを図り、意思決定の前提となる様々な情報を収集し
ます。※解説版（2022）２・３参照

②医師と本人の信頼関係を構築するために、日常から誠意ある診療を行います。

③アドバンストケアプラニング(人生会議)の基本通り、本人を主体に、そのご家族や近しい
人、医療・ケアチームで繰り返し話し合いを行うプロセスを尊重します。
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3．在宅療養に即した意思決定支援の留意点

(2)意思決定支援に際して

①意思形成の為に必要かつ十分な情報提供を行い、本人の大事にしてきたこと、大切と思うことを理解したう
えで、本人の決定を優先した医療を提供します。

②本人のこれまでの人生に敬意を払い、相互の信頼を得るための努力を怠りません。

③本人が考えたくない、話したくないということも含めて、本人の意思を尊重します。

④病状の変化に迅速に対応するために、病状変化に応じた適切な医療とケアを提供します。

⑤暮らしのニーズの変化をアセスメントし、継続的な共同意思決定※を行います。※解説版（2022）1参照

(3)人生の最終段階において

①話し合いに基づく本人による意思決定を実現するため、多職種で協働しながら人生の最終段階における医
療を提供します。

②人生の最終段階における医療行為の選択、医療内容の変更、医療行為の中止等は、本人の大事にしてき
たこと、大切と思うことを尊重しつつ、多職種の専門性を有した医療従事者から構成される医療・ケアチーム
により、医学的妥当性を基に慎重に判断します。

③医療・ケアチームにより、可能な限り苦痛や不安、その他不快な症状を十分に緩和し、本人ならびに家族
等の精神的・社会的な援助も含めた総合的な医療及びケアを行います。
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４．本人の意思決定支援をした上での本人の意思確認

本人の意思決定能力は個々により違いがあります。私たちが支援することで、その能力を高めることが可能な場
合もあります。意思決定能力に疑いがあっても、私たちがまず可能な意思決定支援をします。

(A)本人の意思の確認ができる場合

①専門的な医学的検討を踏まえ、説明と同意（インフォームドコンセント）に基づく患者の意思決定を基本とし、専
門職種で構成される医療・ケアチームとして意思決定支援を行います。

②治療方針の決定に際し、患者と医療・ケアチームが十分な話し合いを行い、患者が意思決定を行います。

③時間の経過、病状の変化、医学的評価の変更に応じて、また患者の意思が変化するものであることに留意して
、その都度説明して本人の意思の再確認を行います。

④このプロセスは、患者の意向を汲み、家族等にも情報を共有します。

(B)本人の意思の確認ができない場合

①家族等が本人の意思を推定できる場合には、その推定意思を尊重し、本人にとっての最善の治療方針をとるこ
とを基本とします。※なお、本人が意思を伝えられない状況になった場合に備えて、特定の家族等を自らの意思を
推定するものとして、あらかじめ確認しておくことは望ましい。

②家族等が本人の意思を推定できない場合には、本人にとって何が最善であるかについて家族等と十分に話し合
い、本人にとっての最善の治療方針をとることを基本とします。

③家族等がいない場合及び家族等が判断を医療・ケアチームに委ねる場合には、医学的妥当性に基づき、本人
にとっての最善の治療方針をとることを基本とします。
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(C)複数の専門家からなる「話し合いの場」の設置

治療方針の決定に際し、下記の場合には複数の専門家からなる「話し合いの場」を別
途設置します。専門家は医療・ケアチーム以外の者を加え、示された検討結果及び助
言に従って療養の方向性を決定します。

①医療・ケアチームの中で、本人の病態等により医療・ケア内容の決定が困難な場合

②本人・家族等との話し合いの中で、妥当な医療・ケア内容の合意が得られない場合

③家族等の中で意見がまとまらない場合や、医療従事者との話し合いで、妥当な医
療・ケア内容の合意が得られない場合

５．まとめ

意思決定支援においては、正解は無く、各人の多様な意思を尊重しながら支援してい
くことに留意しなければなりません。医療従事者の価値観を押し付けることはせず、本
人の意思を尊重しながら、対等な立場で共同して意思決定を合成し、誰しもが迎える「
死」を少しでも納得できるものに近づけるよう、努めます
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ACPを実践するにはどうすればいいか
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